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臨時・非常勤等職員の 処遇改善、雇用安定に関する要請書

貴職の地方自治の発展にむけたご努力に、心より敬意を表します。

　さて、今日、自治体に働く臨時・非常勤等職員は自治労推計で60万人を超え、自治体の最前線にあって地域における公共サービスを担っています。その多くは基幹的・恒常的な業務に就いており、臨時・非常勤等職員の労働をなくして公共サービスが提供できないのが現状であります。

　しかし、賃金・労働条件は、常勤職員との間に大きな格差が存在し、雇い止めの不安が常につきまとっています。臨時・非常勤等職員の現状は、法が想定していた状況とはあまりにも乖離があり、実態を踏まえた賃金、雇用に関する法的整備が焦眉の課題です。このため自治労は、５月１７日に「臨時・非常勤等職員の処遇改善に向けた法改正について（案）」の提言書を原口総務大臣（当時）に提出し、その実現を要望しているところです。

一方、臨時・非常勤等職員への手当支給をめぐっては任用根拠にかかわりなく勤務実態や勤務時間に照らして常勤的な非常勤職員には支給できるとの裁判例や判例が続いています。また、国の非常勤職員については、育児・介護休業制度の適用準備や、雇用更新の際の条件整備などが進められています。

以上のことを踏まえ、次のことを要求しますので、貴職の誠意ある回答をお願いいたします。

記

１．地方公務員制度調査研究会報告（2009年4月）も踏まえ、一般的な短時間勤務公務員制度の創設にむけて検討に入いること。一般的な短時間勤務公務員制度を活用し、自治体で恒常的業務に就く臨時・非常勤等職員の処遇改善、雇用安定をはかること。

２．均衡待遇を求めるパート労働法の趣旨が地方公務員の臨時・非常勤等職員にも適用されるよう、法整備を進めること。

３．地方自治法203条の2及び204条を改正し、非常勤職員に諸手当を支給できることを制度上において明確にすること。

４．東村山市事件、茨木市事件などの判例を踏まえ、任用根拠にかかわりなく勤務実態や勤務時間などから見て「常勤の職員」と認められる臨時・非常勤等職員については、手当支給ができることを各自治体に周知すること。

また、公営企業・現業職員の臨時・非常勤等職員、および地方公務員法22条採用の常勤的な臨時職員に諸手当を支給することは、適法であることを各自治体に周知すること。

５．国の非常勤職員に育児・介護休業制度が適用されるよう法改正が準備されていることを踏まえ、自治体の臨時・非常勤等職員にも育児・介護休業制度が適用されるよう、法整備を行うこと。

なお、制度の適用要件は、自治体臨時・非常勤等職員の実態を踏まえたものとし、任用根拠にかかわりなく、広く適用の対象とすること。

　

６．人事院規則（第46条の２の３、４）に国の期間業務職員及びその他の非常勤職員に関して、「業務の遂行に必要かつ十分な任期を定めるもの」とする「任期についての配慮義務」が措置されたことを踏まえ、①任期と任期の間の空白期間の設定、②日々雇用の任用制度、③継続する業務に対しての2ヵ月・3ヵ月などの短期雇用や職場のたらい回しなどはいずれも適当ではないこと、国と同様に「任期についての配慮義務」を措置する必要があることを、各自治体に周知すること。

以　上

